
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 箇所
③ 日
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 放課後児童健全育成事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成７年度 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 放課後児童健全育成事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 児童福祉費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 児童福祉総務費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 民生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-２　弾力的な保育サービスの充実 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　保護者が仕事などで昼間家庭にいない主に小学校低学年の子どもを対象に、放課後や長期休業中に健全な保護と育
成をはかり、児童の福祉の増進に資する。

対　   　象 　放課後、仕事などで保護者が家庭にいない主に小学校１～３年生

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

　利用者。実施箇所。

意       図
（成果指標）

　放課後に児童が安全に過ごせるようになる。子ども同士のふれあいの場ができる。

活
動
指
標

利用者数 480 513 480 531

実施日数（小学校・公民館で実施している箇所） 295 295 295

110.6% 480
実施箇所数 12 12 12 12 100.0% 12

100

294 99.7% 295
入所率＝入所児童数／登録希望者数 100 100 100 100 100.0%

支
出
内
訳

①需用費 519,349 491,781 507,000 447,949 -8.9%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

588,000
②委託料 19,492,000 18,564,943 20,000,000 19,699,406 6.1% 20,000,000

決算額 決算増減率 当初予算額

0
④負担金補助及び交付金 4,000 200 2,000 0 -100.0% 2,000
③工事請負費 0 0 0 0

11,541,000
支出合計（Ａ） 31,321,000 28,802,859 32,065,000 30,885,682 7.2% 32,131,000
⑤その他 11,305,651 9,745,935 11,556,000 10,738,327 10.2%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金 19,408,000 15,231,000 11,410,000 17,749,000 16.5% 12,665,000

④その他（使用料、雑入等） 11,913,000 13,571,859 13,962,000 13,136,682 -3.2% 12,610,000
6,856,000

収入合計 31,321,000 28,802,859 32,065,000 30,885,682 7.2% 32,131,000
⑤一般財源 0 6,693,000 0

50.0% 3

②年間所要時間 900 900 800 800 -11.1% 800

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 3 3

5.1% 35,491,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　対象者に適切な遊び及び生活の場を与えて健全な育成を図る。
　運営は５クラブが市直営、７クラブが児童センター併設で魚津市社会福祉協議会へ運営委託。

3,780,000 3,360,000 3,360,000 -11.1% 3,360,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 35,101,000 32,582,859 35,425,000 34,245,682

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 3,780,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

小学校の統廃合に併せて実施場所の確保と　施設の充実及び指導
員の質の向上を図っていく必要がある（資格・年齢等）。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 園
② 園
③ 園
① ％
② ％
③ ％

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 私立保育所特別保育事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成５年度前 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 私立保育所特別保育事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 児童福祉費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 保育所費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 民生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-２　弾力的な保育サービスの充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 　親の就労形態多様化に伴う保育サービスを提供することにより、児童福祉の増進を図る。

対　   　象 　育児及び就労支援を要する保護者及び家庭

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

　延長保育、一時預かり保育、心身障害児保育、年度途中入所児保育、すこやか保育、パパの育児支援事業、地域交流活動

意       図
（成果指標）

　保護者が安心して働きやすい環境をつくり、就労支援を行う。
　地域の育児支援を行う。

活
動
指
標

延長保育・一時預かり保育・地域活動実施園 8 8 8 8

すこやか保育・心身障害児保育 5

100.0% 8
年度途中入所児保育 7 6 85.7% 6

100
年度途中入所児保育 80 50 80 80 100.0% 80

3 60.0% 3
延長保育・一時預かり保育・地域活動実施園 100 100 100 100 100.0%

支
出
内
訳

①需用費 0 0 0 0

40

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

すこやか保育・心身障害児保育 40 40 40 40 100.0%

成
果
指
標

0
②委託料 0 0 0 0 0

決算額 決算増減率 当初予算額

0
④負担金補助及び交付金 65,780,000 61,706,600 66,102,000 57,562,520 -6.7% 62.917,000
③工事請負費 0 0 0 0

0
支出合計（Ａ） 65,780,000 61,706,600 66,102,000 57,562,520 -6.7% 62,917,000
⑤その他 0 0 0 0

財
源
内
訳

①国庫支出金 0 0 0 0

③地方債 0 0 0

0
②県支出金 43,380,000 37,785,000 43,965,000 36,537,500 -3.3% 43,593,000

0 0
④その他（使用料、雑入等） 0 0 0 0 0

19,324,000
収入合計 65,780,000 61,706,600 66,102,000 57,562,520 -6.7% 62,917,000
⑤一般財源 22,400,000 23,921,600 22,137,000 21,025,020 -12.1%

0.0% 2

②年間所要時間 600 600 600 600 0.0% 600

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

-6.5% 65,437,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　保育のニーズの多様化により、多様な特別保育事業が高まってきた。
　交付金、及び補助金の実施要綱に従って算定している。

2,520,000 2,520,000 2,520,000 0.0% 2,520,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 68,300,000 64,226,600 68,622,000 60,082,520

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 2,520,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　25年度実施のニーズ調査結果による保護者の多様な要望に答え
るためにも必要な事業であると考えられる。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 補助率及び上限額について見直す余

地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 病児・病後児保育助成事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成20年度 終了年度

こども課

予 算 事 業 名 病児・病後児保育助成事業 係　   　名 保育係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1079

８　総合的な子育て支援対策の推進 項 児童福祉費

施  策  名 23　子育て環境づくりの推進 目 保育所費

当面維持 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 民生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 23-２　弾力的な保育サービスの充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　保護者が就労している場合において、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合がある。こうした保育ニーズ
にに対応
するため、病児、病後児保育を実施する。

対　   　象 　病児・病後児等で、集団保育ができないこども

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

　キッズベアー（オープン型病児・病後児施設）で、一時的に保育を実施する。

意       図
（成果指標）

　子どもが病気でも保護者が安心して就労できる。

活
動
指
標

病児・病後児で保育を実施した数 650 665 650 665 102.3% 650

54子育てしやすいと感じる人の割合 52 31 53 32 59.8%

支
出
内
訳

①需用費 0 0 0 0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

0
②委託料 0 0 0 0 0

決算額 決算増減率 当初予算額

0
④負担金補助及び交付金 10,150,000 10,150,000 10,150,000 10,150,000 0.0% 10,150
③工事請負費 0 0 0 0

0
支出合計（Ａ） 10,150,000 10,150,000 10,150,000 10,150,000 0.0% 10,150
⑤その他 0 0 0 0

財
源
内
訳

①国庫支出金 6,766,000 6,766,000 6,766,000 6,766,000

③地方債 0 0 0

0.0% 6,767
②県支出金 0 0 0 0 0

0 0
④その他（使用料、雑入等） 0 0 0 0 0

3,384
収入合計 10,150,000 10,150,000 10,150,000 10,150,000 0.0% 10,151
⑤一般財源 3,384,000 3,384,000 3,384,000 3,384,000 0.0%

0.0% 1

②年間所要時間 100 100 100 100 0.0% 100

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

0.0% 430,150

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　病児・病後児保育はニーズが高まっており、子育て家庭において周囲からの支援を受けられない場合、就労するためには必要な施
設である。
　改善事項として周知方法や、利用しやすい体制作り（申し込み方法）について要望があった。

420,000 420,000 420,000 0.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 10,570,000 10,570,000 10,570,000 10,570,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　保護者ニーズは年々高まっており、保育園と連携した実施体制
を検討する必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　


